
［（X+2/3期）別表六(十四)の作成］（控除不足額が生ずる年度）

➩ 前期以前において調整前法人税額が個別控除対象額の合計額に満たないことにより控除不足額
が生じている場合、前期以前において実際に控除した額（「法人税額の特別控除額14」）を過去
適用事業年度（X+1/3期）における控除分配割合で割り戻した金額の合計額（上の例では、
1,400×220,000/140,000=2,200）を記載します。
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［（X+3/3期）別表六(十四)の作成］（前期控除不足額がある年度）

63,800

○ 控除不足額が生ずる場合の作成上の留意点（別表六 (十四)）

進行年度調整措置を適用するに当たって、控除対象額を基礎として計算した個別控除対象額につき一事業年度で控除しきれない場合には、
「既控除対象額７」欄中「前期以前の(10)の合計」とあるのは「前期以前の(10)（控除しきれない個別控除対象額に対応する控除対象額を除
く。）の合計」と読み替えて、以下のように、翌事業年度以後の各事業年度において順次調整対象金額の計算を行い、法人税額の特別控除額を
計算します。

［別表六(十四)の作成（※ 控除不足額が生ずる場合の処理）］
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